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研究成果の概要（和文）：日々の経済社会活動の隅々にまで浸透しつつあるブロードバンドインターネットを支えるエ
コシステムについて、利用拡大によるネットワーク容量の供給制約の顕在化に由来するネットワーク中立性問題の観点
からいくつかの実証分析を行った。それにより、本問題の緊急性、および、インターネットサービスプロバイダ（ISP
）市場の競争性に多くを依存しているわが国の規制フレームワークの問題点を指摘し、望ましい競争環境を育成してい
くための制度提案（ISPによる情報開示の促進および当該情報の解釈を行う「ISPソムリエ」の導入）を行った。

研究成果の概要（英文）：This study analyzes an emerging ecosystem that supports broadband Internet, which 
has now become indispensable infrastructure for our daily activities. In particular, this study focuses on
 the so-called "network neutrality problem," a supply constraint in the broadband network capacity that fa
ces exponential growth of broadband usage.
By conducting a series of surveys based on web-based questionnaires, this study reveals that there is an u
rgent need for Japanese authorities to deal with the network neutrality problem. In addition, it highlight
s problems in Japan's current regulatory framework that implicitly relies on sufficient competitiveness in
 the Internet service provider (ISP) market. This study also suggests a transparency regulation for ISPs a
nd the introduction of an "ISP sommelier" (a role that involves evaluating or translating ISPs' disclosed 
information for easy comprehension by ordinary consumers) in order to increase competitiveness in the reta
il ISP market.
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１．研究開始当初の背景 
研究開始時点である 2010 年は、わが国に

おけるインターネット普及の契機となった
Windows 95 発売から 15 年目にあたり、社会
生活のあらゆる側面においてインターネッ
トの急速な浸透が進み、日々の活動において
不可欠なインフラとしての地位を不動のも
のとしていた。実際、『平成 25 年版情報通信
白書』によると、普及率は全人口の 78％に達
し、ネット利用を行いたい者は既にネットを
利用しているという状況が事実上実現して
いた。加えて、通信事業者の旺盛な設備投資
の結果、ブロードバンド契約は 3300 万を超
え、うち半数超が超高速の光ファイバー
（FTTH）を利用しているという状況が現出し
ていた。 
しかしながら、このことは同時に、ブロー

ドバンドインターネットを支えるネットワ
ーク産業において、ネット需要の急速な増加
による供給量逼迫に起因する通信混雑に対
処する必要をもたらした。さらに、それに伴
う様々な社会的弊害(具体的には、ボトルネ
ック資源や希少な周波数資源の占有に由来
する、市場支配力を持つ通信事業者の利潤最
大化行動による資源配分の歪み)が現実の障
害として認識されつつあるという状況を生
み出した。双務的関係に基づかないネットワ
ーク接続によってバックボーンを構築し、消
費者との契約関係がベストエフォート型で
定義されるインターネットの世界では、双務
的契約関係と完全情報環境を前提として構
築されてきた従来の競争枠組みがうまく適
用できない可能性があるからである。 
 
 
２．研究の目的 
本研究では、一般には「ネットワーク中立

性問題」と呼ばれる上記問題に対処するため、
最適な産業構造や社会経済システム(最適エ
コシステム)の実現に資する規制の設計を行
うことを目的とする。具体的には、研究期間
内での以下の達成を目指す。 
 

(1)  通信ネットワークに顕現しつつある供
給制約に対処するための基礎的知見の
獲得 

ネット需要の急増による供給量逼迫
がもたらす産業構造の変質を踏まえ
た理論フレームワークを構築し、実証
的に検証する。具体的には、従来の垂
直統合モデルに、two-sided market
の特性、消費者契約のベストエフォー
ト特性、バックボーンを構成する ISP
間の片務的契約関係の要素を明示的
に加味することで、社会厚生インパク
トを明らかにする。 

 
(2)  ネットワークとコンテンツの融合を活

かす最適エコシステムを実現する規制
枠組みの提案 

① ネット需要の急増による供給量逼
迫がもたらす通信混雑に対する政
府介入の要否に関する情報収集を
行い、わが国の産業構造の特質を踏
まえたフレームワークを構築する。
具体的には、日米 EU の政策比較分
析や、事業者への聞き取りを行い、
具体的規制モデルを検討する。 

② 固定ブロードバンドに関しては、先
進国での議論発展を踏まえ、条件不
利地域(国)にも応用可能な規制モ
デルを検討する。また、NTT が導入
を進めている次世代ネットワーク
(NGN)が ISP 市場の競争環境、ひい
てはネットワーク中立性問題にど
ういったインパクトを及ぼすのか
を分析する。 

③ モバイルインターネットを対象に、
従来型の端末・コンテンツ囲い込み
戦略と、Google などのオープンア
クセス戦略、さらには iPhone モデ
ルにみられる独立系プラットフォ
ーム戦略の導入が最適資源配分に
もたらす影響を踏まえた規制モデ
ルを検討する。 

 
３．研究の方法 
本研究の主要目的を達成するための研究

計画・方法はそれぞれ以下のとおりである。 
 

(1)  通信ネットワークに顕現しつつある供
給制約に対処するための基礎的知見の
獲得 

Two-sided market 理論や、垂直統合事
業モデルに対する先行研究を分析し
て、基本的なモデルを構築したのち、
ベストエフォート型契約に関する消
費者認知を巡る実証分析や、片務的契
約関係に基づくバックボーン構築の
特徴を明らかにするための事業者ヒ
アリングを経て、パラメーターの精轍
化を行い、静学的モデル分析を行う。 
 

(2)  ネットワークとコンテンツの融合を活
かす最適エコシステムを実現する規制
枠組みの提案 

上記モデル分析の結果を踏まえ、日米
EU の政策比較分析や、事業者へのイン
タビューなどを行い、具体的な規制モ
デルの検討を行う。 

 
 
４．研究成果 
ブロードバンド化が進み、日々の経済社会

活動の隅々にまで浸透しつつあるインター
ネットサービスを支えるエコシステムにつ
いて、利用拡大によるネットワーク容量の供
給制約の顕在化に由来するネットワーク中
立性問題を規定する諸要因を検討し、日本と
米国（さらには欧米）といったインターネッ



ト先進国相互間において中立性問題への対
処方法が本質的に異なる点を指摘し、日本型
ネット中立性規制の特徴とその前提条件等
を明らかにした。このことは、ともすれば米
国主導で進みがちなインターネット規制を
めぐる議論において、わが国において成立し
ているブロードバンドエコシステムの構造
を十分に反映した独自の政策論議を行うこ
とが必要であることを明示したものである。 
さらに、いくつかの実証分析を行った結果、

本問題の緊急性、および、インターネットサ
ービスプロバイダ（ISP）市場の競争性に多
くを依存しているわが国の規制フレームワ
ークの問題点を指摘し、望ましい競争環境を
育成していくための制度提案（ISP による情
報開示の促進と、当該情報の解釈を行う「ISP
ソムリエ」の導入）を行った。ベストエフォ
ート品質の影に隠された実効品質情報を消
費者に開示することで品質競争を惹起し、市
場の効率性を改善し、最適なネットワーク投
資を実現するという方策は、現在、既に欧米
諸国を中心に実行に移されつつある施策で
あるが、同様の施策がわが国においても有効
かつ必要であることを実証的に提示した。 
一方、two-sided market の特性、消費者契

約のベストエフォート特性、バックボーンを
構成するISP間の片務的契約関係の要素を明
示的に加味した理論的フレームワークの構
築については、研究開始後の技術進歩を背景
に新たに主要な市場プレイヤーとなりつつ
ある OTT（Over-the-top）事業者の影響を検
討することが必要となったため、後続研究課
題において引き続き検討することとしてい
る。 
研究期間における主な成果はそれぞれ次

のとおりである。 
 

【平成 22 年度】 
ネット上の混雑事象やブロードバンド

普及に関する従来までの情報収集や先行
研究調査を踏まえた論文を作成し、国際的
な書籍に掲載された。また、これまでの実
証分析の結果を内外の学会で報告し、関連
の学識経験者や実務家と意見交換を行い、
今後の研究内容の改善に資する知見を得
た。 
それらの知見を踏まえ、さらに追加的な

資料収集や、電気通信事業者や大手 ISP、
あるいは総務省関連部局に対するヒアリ
ング調査を行った結果、先進国で共通の事
象である「ネットワーク中立性問題」に対
してわが国のアプローチが大きく異なる
原因について、「長期的に見た場合、NTT の
公益事業体としての矜持に大きく依存し
ているのではないか」という仮説を構築し、
中間的研究成果としてとりまとめた。 
また、ネット混雑事象に対する支払性向

を調査するために、2011 年 1月にアンケー
ト調査を実施し、モバイルブロードバンド
と固定ブロードバンドのそれぞれについ

て実証的な結果を得た。 
 

【平成 23 年度】 
ネット上のトラヒック混雑問題（ネット

ワーク中立性問題）に対するわが国政府の
対処の特殊性と、消費者に対する情報開示
の欠落の問題を中心に論文を作成し、内外
の学術誌に掲載された。また、DigiWorld 
Summit 2011 で招待講演を行った。講演で
は、わが国におけるネットワーク中立性問
題の現状とそれに対する総務省の対応方
策について共同規制としての有効性の観
点から分析した結果を紹介した。具体的に
は、わが国において現在講じられている解
決策には「ISP 市場の競争が十分であるこ
と」および「提供されているインターネッ
ト接続サービスに対する利用者のリテラ
シーが十分に高いこと」という二つの前提
条件が存在しているが、少なくとも後者に
ついては大いに疑問があることを指摘し、
当該問題点を克服するために「ISP ソムリ
エ」と名付けた技術的情報を解釈する専門
家を育成する必要があることを主張した。
本主張に関しては、同学会に参加した各国
の有識者から有益なフィードバックを得
ることができた。 

 
【平成 24 年度】 

平成 24 年度の研究活動では、まず、前年
度に行った文献調査とウェブアンケート
調査を基に、わが国のブロードバンド ISP
市場のスイッチングコストの実証的推計
を行い、現在の競争状況は新規利用者に対
してはともかく既存利用者に恩恵を及ぼ
す水準には不十分であることを明らかに
した。中間的な分析結果等に関しては学会
報告を行い、有識者からのフィードバック
を得た。 
加えて、研究期間を通じて得られたすべて
の研究成果を取りまとめるべく原稿執筆
を行い、平成 25 年 6 月の著書出版を目指
して作業を継続した。 
あわせて、本研究課題の遂行を通じ、物理
的設備の制約をほとんど受けることなし
にインターネット上で全サービスを展開
するOTT事業者がブロードバンドエコシス
テムを大きく変貌させつつあることが明
らかとなったため、後続研究課題として予
備的な文献調査などを実施した。（本件に
ついては、平成 25 年度に新たな科学研究
費助成事業（基盤研究（C））として採択さ
れている。） 
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